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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第32期 

第１四半期連結 
累計期間 

第33期 
第１四半期連結 

累計期間 
第32期 

会計期間 

自平成28年 
 ４月１日 
至平成28年 
 ６月30日 

自平成29年 
 ４月１日 
至平成29年 
 ６月30日 

自平成28年 
 ４月１日 
至平成29年 
 ３月31日 

売上高 （百万円） 100,126 103,821 391,892 

経常利益 （百万円） 4,622 5,840 15,887 

親会社株主に帰属する 

四半期（当期）純利益 
（百万円） 2,703 3,953 11,091 

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 2,156 3,950 11,836 

純資産額 （百万円） 113,711 115,890 123,030 

総資産額 （百万円） 2,334,066 2,672,667 2,670,089 

１株当たり四半期 

（当期）純利益金額 
（円） 52,625.67 76,966.65 215,943.79 

潜在株式調整後１株当たり 

四半期（当期）純利益金額 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 4.8 4.3 4.5 

(注)１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間における当社グループ（当社及び当社の関係会社）において、主な事業内容の変更は

ありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(１)業績の状況

当社グループは、新たな事業領域の開拓と安定した事業運営を推進し、ＮＴＴグループの金融中核会社とし

て、社会的責任を担う信頼され続ける企業を目指しております。 

当社グループを取り巻く環境としましては、雇用・所得環境の改善が続くなかで、景気は緩やかに回復してい

くことが期待されていますが、海外経済の不確実性の高まりや金融資本市場の変動の影響に注視する必要がある

と見られています。 

このような状況のもと、当社グループは新たな事業領域の開拓により良質な営業資産の拡大を図り、安定した

事業運営と更なる効率化・品質向上に取り組むとともに、ＮＴＴグループを強力に支える金融中核会社として、

平成29年度は「リース・ファイナンス事業における成長分野の開拓と顧客基盤の維持・拡大」、「グローバル事

業における営業資産の拡大」、「ビリング事業における更なる効率化と付加価値の創出」、「クレジットカード

事業における新たなプラットフォームサービスの拡大」、「金融プラットフォームの拡充と資金調達の一元化の

推進」、「ＣＳＲ・セキュリティマネジメントの徹底」の各種施策に取り組んでおります。 

当第１四半期連結累計期間における当社グループの業績につきましては、売上高は前年同期比36億95百万円の

増加となる1,038億21百万円、営業利益は前年同期比４億75百万円の増加となる57億63百万円、経常利益は前年同

期比12億18百万円の増加となる58億40百万円、親会社株主に帰属する四半期純利益は前年同期比12億50百万円の

増加となる39億53百万円となりました。また、当第１四半期連結会計期間末における営業資産残高につきまして

は、前連結会計年度末比64億46百万円の増加となる２兆2,112億36百万円となりました。

 

(セグメントの業績）

セグメントの業績は、次のとおりであります。

①リース事業

リース事業の当第１四半期連結累計期間における売上高は、リース割賦収入が増加したことにより、前年同

期比52億34百万円の増加となる534億99百万円となりました。セグメント利益は、前年同期比21百万円の増加と

なる28億59百万円となりました。

当第１四半期連結累計期間における契約実行高は、医療分野等の成長分野の取り扱いが順調に推移したほ

か、主力の情報関連機器分野が増加したこと等により、前年同期比15億79百万円の増加となる435億６百万円と

なりました。なお、当第１四半期連結会計期間末における営業資産残高は、前連結会計年度末比７億31百万円

の減少となる5,942億25百万円となりました。

②融資事業

融資事業の当第１四半期連結累計期間における売上高は、グループファイナンスの増加等により、前年同期

比14億63百万円の増加となる37億34百万円となりました。セグメント利益は、前年同期比３億16百万円の増加

となる12億26百万円となりました。

当第１四半期連結累計期間における契約実行高は、前述の影響等により、前年同期比7,723億48百万円の増加

となる１兆4,237億55百万円となりました。なお、当第１四半期連結会計期間末における営業資産残高は、前連

結会計年度末比47億93百万円の増加となる１兆3,676億32百万円となりました。
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③投資事業

投資事業の当第１四半期連結累計期間における売上高は、前年同期比５億円の増加となる11億15百万円とな

りました。セグメント利益は、前年同期比２億３百万円の増加となる４億95百万円となりました。

当第１四半期連結累計期間における契約実行高は、債券投資が減少したこと等により、前年同期比56億51百

万円の減少となる77億77百万円となりました。なお、当第１四半期連結会計期間末における営業資産残高は、

前連結会計年度末比55億57百万円の増加となる1,054億35百万円となりました。

④クレジットカード事業 

クレジットカード事業の当第１四半期連結累計期間における売上高は、ｗｅｂチャネルの活用及び各種キャ

ンペーン実施による会員獲得や、通信料金の利用単価上昇等の要因により、前年同期比４億41百万円の増加と

なる98億28百万円となりました。セグメント利益は、前年同期比１億19百万円の増加となる７億48百万円とな

りました。

なお、当第１四半期連結累計期間における契約実行高は、前述の影響等により、前年同期比389億20百万円の

増加となる6,642億85百万円となりました。

⑤ビリング事業

ビリング事業におきましては、「おまとめ請求」の利用促進や請求・回収業務のコスト削減に取り組み、安

定かつ効率的な事業運営に努めました。その結果、当第１四半期連結累計期間における売上高は、前年同期比

35億51百万円の減少となる441億82百万円となりました。セグメント利益は、前年同期比４億３百万円の減少と

なる26億18百万円となりました。

なお、当第１四半期連結累計期間における契約実行高は、前年同期比85億11百万円の減少となる１兆4,979億

39百万円となりました。

(２)財政状態の分析

①資産の部 

当第１四半期連結会計期間末の資産合計は、その他の営業貸付債権が増加したこと等に伴い、前連結会計年

度末比25億78百万円の増加となる２兆6,726億67百万円となりました。 

②負債の部 

当第１四半期連結会計期間末の負債合計は、ＮＴＴグループからの預り金が減少したものの、長期借入金や

コマーシャルペーパーが増加したこと等に伴い、前連結会計年度末比97億19百万円の増加となる２兆5,567億77

百万円となりました。 

③純資産の部 

当第１四半期連結会計期間末の純資産合計は、利益剰余金が減少したことにより、前連結会計年度末比71億

40百万円の減少となる1,158億90百万円となりました。 

(３)事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(４)研究開発活動

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(１)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 80,000

計 80,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成29年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年８月３日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 51,960 51,960 非上場

当社は単元株制度

は採用しておりま

せん。

計 51,960 51,960 － －

(注)当社の株式を譲渡により取得するには、取締役会の承認を要する旨定款に定めております。

(２)【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(３)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(４)【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(５)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金 
残高
（百万円）

平成29年４月１日～ 

平成29年６月30日
－ 51,960 － 16,770 － 15,950

 

(６)【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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(７)【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成29年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式     595 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式   51,365 51,365 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 51,960 － －

総株主の議決権 － 51,365 －

 

②【自己株式等】

平成29年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％)

ＮＴＴファイナンス

株式会社

東京都港区港南

一丁目２番70号
595 － 595 1.14

計 － 595 － 595 1.14
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２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。 

 

（１）新任役員

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式 
数（株） 

就任 
年月日 

監査役   安部 德行 
昭和30年 

６月13日 

 
昭和54年４月 日本電信電話公社 入社 

平成11年７月 東日本電信電話株式会社 人事部 担

当部長 

平成14年７月 同社 企画部 担当部長（株式会社エ

ヌ・ティ・ティ エムイーへ出向） 

平成17年７月 同社 群馬支店長 

平成20年６月 同社 取締役 群馬支店長 

平成21年６月 テルウェル東日本株式会社 常務取締

役 営業本部長 

平成26年６月 株式会社エヌ・ティ・ティ・ロジスコ 

代表取締役社長 

平成29年６月 当社 監査役（現在） 
 

（注） － 
平成29年 

６月22日 

（注）監査役の任期は、平成29年６月16日開催の定時株主総会から４年間であります。

 

（２）退任役員

役名 職名 氏名 退任年月日 

取締役 相談役 前田 幸一 平成29年６月30日 

 

（３）役職の異動

該当事項はありません。

 

（４）異動後の役員の男女別人数及び女性の比率

男性17名 女性０名 （役員のうち女性の比率０%）
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成29年４月１日から平

成29年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

(１)【四半期連結貸借対照表】

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成29年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成29年６月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 376,631 371,460 

割賦債権 84,227 86,190 

リース債権及びリース投資資産 481,356 479,536 

営業貸付金 1,321,243 1,319,021 

その他の営業貸付債権 44,792 51,806 

賃貸料等未収入金 22,160 22,163 

カード未収入金 49,029 48,536 

ビリング未収入金 113,626 111,777 

営業投資有価証券 2,230 1,906 

有価証券 1,905 8,527 

その他 37,758 37,354 

貸倒引当金 △19,738 △18,882 

流動資産合計 2,515,224 2,519,398 

固定資産    

有形固定資産    

賃貸資産（純額） 30,710 30,058 

社用資産（純額） 4,205 4,129 

有形固定資産合計 34,916 34,187 

無形固定資産    

社用資産 2,169 2,012 

無形固定資産合計 2,169 2,012 

投資その他の資産    

投資有価証券 99,745 99,061 

その他 21,286 21,551 

貸倒引当金 △3,252 △3,543 

投資その他の資産合計 117,779 117,069 

固定資産合計 154,864 153,269 

資産合計 2,670,089 2,672,667 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成29年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成29年６月30日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 20,184 14,131 

短期借入金 144,435 139,090 

1年内返済予定の長期借入金 30,988 44,508 

1年内償還予定の社債 54,522 59,527 

コマーシャル・ペーパー 15,000 70,000 

未払金 437,274 433,480 

未払法人税等 239 2,074 

割賦未実現利益 2,762 2,887 

預り金 141,220 277,407 

株主、役員又は従業員からの預り金 910,810 562,291 

資産除去債務 - 28 

その他 16,517 15,129 

流動負債合計 1,773,956 1,620,556 

固定負債    

社債 236,388 277,385 

長期借入金 495,348 618,253 

役員退職慰労引当金 45 - 

システム使用契約損失引当金 3,180 3,035 

退職給付に係る負債 23,497 23,589 

資産除去債務 2,116 2,117 

その他 12,525 11,839 

固定負債合計 773,101 936,221 

負債合計 2,547,058 2,556,777 

純資産の部    

株主資本    

資本金 16,770 16,770 

資本剰余金 15,950 15,950 

利益剰余金 91,270 84,132 

自己株式 △1,126 △1,126 

株主資本合計 122,865 115,726 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 1,022 1,020 

為替換算調整勘定 300 233 

退職給付に係る調整累計額 △1,466 △1,422 

その他の包括利益累計額合計 △143 △168 

非支配株主持分 308 331 

純資産合計 123,030 115,890 

負債純資産合計 2,670,089 2,672,667 
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(２)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 

 至 平成28年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成29年６月30日) 

売上高 100,126 103,821 

売上原価 61,723 67,683 

売上総利益 38,402 36,138 

販売費及び一般管理費 33,115 30,375 

営業利益 5,287 5,763 

営業外収益    

受取利息 0 0 

受取配当金 22 31 

償却債権取立益 94 109 

持分法による投資利益 35 25 

その他 13 60 

営業外収益合計 166 226 

営業外費用    

支払利息 51 28 

社債発行費 - 117 

その他 779 2 

営業外費用合計 831 148 

経常利益 4,622 5,840 

特別損失    

本社移転費用 653 - 

特別損失合計 653 - 

税金等調整前四半期純利益 3,968 5,840 

法人税等 1,244 1,864 

四半期純利益 2,724 3,976 

非支配株主に帰属する四半期純利益 21 22 

親会社株主に帰属する四半期純利益 2,703 3,953 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 

 至 平成28年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成29年６月30日) 

四半期純利益 2,724 3,976 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 4 △2 

為替換算調整勘定 △532 △11 

退職給付に係る調整額 66 44 

持分法適用会社に対する持分相当額 △106 △55 

その他の包括利益合計 △567 △25 

四半期包括利益 2,156 3,950 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 2,135 3,928 

非支配株主に係る四半期包括利益 21 22 
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

保証債務

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成29年６月30日）

営業上の債務保証等 13,628百万円 10,198百万円

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。

 なお、第１四半期連結累計期間に係る賃貸資産及び社用資産減価償却費は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日）

賃貸資産及び社用資産減価償却費 1,335百万円 1,051百万円

 

（株主資本等関係）

前第１四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日）

 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月17日

定時株主総会
普通株式 3,113 60,620 平成28年３月31日 平成28年６月20日 利益剰余金

  
 

当第１四半期連結累計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日）

 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月16日

定時株主総会
普通株式 11,091 215,943 平成29年３月31日 平成29年６月19日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．前第１四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日） 

  (１)報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

          （単位：百万円） 

  報告セグメント 

合計 
  リース 融資 投資 

クレジット 
カード 

ビリング 

売上高            

外部顧客への売上高 48,265 2,270 614 1,305 47,669 100,126 

セグメント間の内部売上高
又は振替高 

- - - 8,081 64 8,145 

計 48,265 2,270 614 9,387 47,734 108,271 

セグメント利益 2,838 910 292 629 3,021 7,690 

 

  (２)報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内

容（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）
 

利益 金額

報告セグメント計 7,690

全社費用(注) △2,403

四半期連結損益計算書の営業利益 5,287

(注)全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 

  (３)報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

 （固定資産に係る重要な減損損失）

  該当事項はありません。

 

 （のれんの金額の重要な変動）

  該当事項はありません。

 

 （重要な負ののれんの発生益）

  該当事項はありません。
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２．当第１四半期連結累計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日） 

  (１)報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

          （単位：百万円） 

  報告セグメント 

合計 
  リース 融資 投資 

クレジット 
カード 

ビリング 

売上高            

外部顧客への売上高 53,499 3,734 1,115 1,351 44,120 103,821 

セグメント間の内部売上高
又は振替高 

- - - 8,477 61 8,538 

計 53,499 3,734 1,115 9,828 44,182 112,360 

セグメント利益 2,859 1,226 495 748 2,618 7,947 

 

  (２)報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内

容（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）
 

利益 金額

報告セグメント計 7,947

全社費用(注) △2,184

四半期連結損益計算書の営業利益 5,763

(注)全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 

  (３)報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

 （固定資産に係る重要な減損損失）

  該当事項はありません。

 

 （のれんの金額の重要な変動）

  該当事項はありません。

 

 （重要な負ののれんの発生益）

  該当事項はありません。
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（金融商品関係）

  金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動があ 

 りません。

 

 

（有価証券関係）

  有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動があ

りません。

 

 

（デリバティブ取引関係）

  デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動があ

りません。

 

 

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 52,625円67銭 76,966円65銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益金額(百万円) 2,703 3,953

普通株主に帰属しない金額(百万円) - -

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利

益金額(百万円)
2,703 3,953

普通株式の期中平均株式数(千株) 51 51

(注)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成29年８月２日

ＮＴＴファイナンス株式会社 

取締役会 御中 

 

有限責任 あずさ監査法人 

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 林  秀行  印 

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 佐伯 哲男  印 

 

 
 
 

     

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＮＴＴファイナ

ンス株式会社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成29年４月１

日から平成29年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記につい

て四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ＮＴＴファイナンス株式会社及び連結子会社の平成29年６月30日現在

の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がす

べての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

 
（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

   ２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 


